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た教育の方法と技術の研究に取り組んだ A 市立 B 中学校（以下、「B 中」と表す。）における実践を報告
する。












B 中は、戦後新教育の 1 期校であり、落ち着いた佇まいの戸建て住宅街と下町気質の商店街を校区とし
た 4学級並行の中規模校である。校区にある 2つの小学校の卒業生は 2割程度が国・私立中学校に進学す



















B 中では「チーム Y」を新たに編成して研究に取り組むことにした。この「チーム Y」とは、「育てる
教育相談」の考え方を生かした授業づくり推進のために、校務分掌、学年、教科をすべて取り払った B
























































ての先輩教員と若手教員の関わりは、格好の OJT（On The JoB Training：OJT）となっていた。このよう







X 年度 6月の授業研究月間では、「4 人班活動」を取り入れることを通して、全教科で「育てる教育相談」
の考え方を生かした授業が実践された。このことに関して、第 2筆者が授業研究月間後に教員アンケート
を実施したところ、各教員が担当する授業においてグループ学習や「4 人班活動」を取り入れた者は 19































































項　　目 番号質問内容 1 2 3 4
1 授業で発表などの自己表現の場がある。 20 6
2 授業中に班活動など、意見交換の場がある。 19 7
3 授業者が生徒や生徒の活動をほめている。 10 16
13121。るいてきでが現表己自1
2 班活動やペアでなどで意見交流ができている。 21 4 1
1961。るれらじ感がび学な的主自3
21851。いな少が物示掲の面前室教1




(１｢そう思う｣ 2｢どちらかといえばそう思う｣ 3｢どちらかといえばそう思わない｣ 4｢そう思わない｣) 










上に挙げた感想には B 中の研究成果について肯定的な評価が認められる。特に、< 意見交換 >、< 話合








X+2 年 3 月の公開授業では、1 年生は「先生ばかりが住んでいるマンション」（特別活動：学級活動）、
2 年生が「ナンノカタチ？」（特別活動：学級活動）の授業公開を行った。生徒は、生き生きと積極的に
学習活動に取り組み、授業を楽しんでいた。この時の来校参観者は約 30 名である。X+2 年 2 月に行われ



















全校生徒を対象としたアンケートは、X 年度に 2回（9月、X+1年１月）、X+1年度に 2回（6月、10月）
の合計 4回実施した。アンケートの質問項目数は 40、下位尺度は〈学級満足〉〈集団活動〉〈自尊感情〉〈共
感性〉〈記録整理〉〈話合い活動〉〈活動参画〉の 7因子である。各項目の回答は、「1 そう思う」に 4点、「2 
どちらかといえばそう思う」に 3 点、「3 どちらかといえばそう思わない」に 2 点、「4 そう思わない」に
1点を与えた。
本論文では、2 年間の経年変化を比較可能な X-2 年度入学生及び X-1 年度入学生のアンケート結果を
比較した。まず X-2 年度入学生の有効回答数 132 名を対象とし、X 年度１回目に実施したアンケート結
果（下位尺度合計得点）を算出した。次に対象となる 132 名を得点順に 4 群に分け、得点下位 33 名（否
定的回答数が多い層）を抽出し、X+1年度に実施された 4回目のアンケート結果と比較検討した。その結











得点下位 33 名（否定的回答数が多い層）では、全質問 40 項目のうち 39 項目に向上が見られ、さらに
上記 7 項目では 30％以上の向上が見られた。このことは「育てる教育相談」の考え方を生かした教育方
法と技術の成果だと考える。下位尺度に注目すると〈話合い活動〉では 8項目中、3項目が 30％以上となっ
ていた。これは X+1年度 6月の授業月間において全ての教科で「4人班活動」が実現され、それが 2学期
にも継続されていたことが大きいと思われる。
4．B 中教員を対象としたアンケート結果
X 年度は X+1 年 3 月に、X+1 年度は 12 月に教員アンケートを実施した。質問項目は生徒アンケート結
果を参考に第 2筆者が作成し、23 名全教員からの回答が得られた（表 2）。
表 2　教員アンケート　X年度と X+1 年度の推移　（小数点１位を四捨五入）
※⇑は向上したことを，⇓は低下したことを表す。 
回答
下位尺度 X年度 X+1年度 X年度 X+1年度 X年度 X+1年度 X年度 X+1年度
集団活動 35% 35% 53% 61% ⇑ 12% 4% ⇓ 0% 0%
学級満足 35% 35% 65% 65% 0% 0% 0% 0%
話合い活動 35% 35% 59% 61% ⇑ 6% 4% ⇓ 0% 0%
自尊感情 0% 4% ⇑ 65% 70% ⇑ 35% 26% ⇓ 0% 0%
共感性 35% 9% ⇓ 53% 87% ⇑ 12% 4% ⇓ 0% 0%
記録整理 41% 26% ⇓ 47% 65% ⇑ 12% 7% ⇓ 0% 0%
活動参画 53% 52% ⇓ 47% 48% ⇑ 0% 0% 0% 0%
そう思う まあそう思う あまり思わない 思わない




X 年度と X+1 年度では、人事異動に伴い教員が異なり、また回答数も違っている。具体的には、X 年
度は 17名、X+1年度は 23 名であるが、あえてふたつを比較すると「あまり思わない」という否定的回答





から「いいよ。」と答えたところ、さっといつもの 4人班に移動して食べたという事例がある。< 男子 3人・
























































1　 A 市では全国学力テストや A 市独自に実施している学力テストなどの具体的な数値を公表することが禁止されてい
る。そのため本論文で記述することはできないが，B 中の結果は「概ね良好」となり，X 年度入学生は X+1 年度の
全国学力テストにおいて全て全国平均を上回る結果を出している。
2　 文部科学省，教育相談等に関する調査研究協力者会議「児童生徒の教育相談の充実について―生き生きとした子ど




4　 A 市では「育てる教育相談」の考え方を生かし，学校を挙げての実践研究を推進しているが，B 中以前の研究指定
校はすべて小学校である。
5　 文部科学省 ,『生徒指導提要』, 教育図書 ,2010年 ,pp.107-108。
6　 同上
7　 伊藤・原田 ,「教育相談の考え方を活かした学校運営」,『静岡大学教育実践総合センター紀要』27,2018年 ,pp.110-116。
8　 国立教育政策研究所生徒指導研究センター ,「問題事象の未然防止に向けた生徒指導の取り組み方」,2010年 ,p.3。（参
照日 2018年 10月 14 日） https://www.nier.go.jp/shido/centerhp/shienshiryou2/2.pdf
　　 PEACE メソッドとは，オーストラリア生まれのいじめ対策法である「P.E.A.C.E. PAck」を参考に，教職員全体で
組織的・計画的に生徒指導に取り組むことを可能にする手法（メソッド）として国立教育政策研究所が開発・提
案してきたものである。これは P（準備）→ E（研修）→ A（実践）→ C（見直し・対処）→ E（評価）の 5 段
階に沿って取組を進めるもので，PDCA サイクルと比べ，計画に先立つ部分をよりていねいに行う点に特長があ
ります。
9　  岡田弘 ,「学校教育での目的と効果」,『エンカウンターで学級が変わる』, 図書文化社 ,2003 年 ,pp.24-27。
10　 森原かおり ,「回覧板研修のススメ」,『月刊生徒指導』47（5）,2017年 ,pp.42-45。
11　 栗原慎二 ,『新しい学校教育相談の在り方と進め方』, ほんの森出版 ,2002年 ,p.85。
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